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本書は，「開発経済学の挑戦」シリーズの１冊と

して刊行された優れた研究書である。実証科学とし

ての経済学の潮流のなかで，「なぜ途上国は貧しい

のか」という問いに答えるために，途上国の先進的

技術の導入という視点から理論分析，計量分析，ケ

ーススタディによる重層的な分析を試みており，貴

重な文献である。途上国への技術の伝播経路として，

技術ライセンス契約，特許使用契約，外国直接投資

等の種々のものが考えられるが，「途上国内での研

究開発は知識のスピルオーバーを通じて途上国内の

知識レベルを向上させるが，外資企業が生産を行う

だけでは，知識のスピルオーバーは起こさない」と

いうことを第５章のケーススタディをベースに見出

し，第６章と第７章で適切な理論分析と計量分析に

より詳細に検証を行い，最後に第８章で政策的含意

を明らかにしている。

本書の構成は以下のとおりである。

第１章 経済成長・技術伝播・グローバル化

第２章 基本的内生成長モデルにみる途上国の経

済成長

第３章 国際貿易と経済成長

第４章 外国直接投資と経済成長

第５章 外国直接投資による技術伝播のミクロ実

証分析

第６章 途上国での研究開発活動と技術導入──

理論と実証──

第７章 外資企業による途上国での研究開発活動

の決定要因

第８章 グローバル化時代の途上国への政策提言

本書の各章について概括しておくことにしよう。

第１章では，著者の問題意識を明確にし，経済成長

に関する理論分析，計量分析のサーベイを行い，本

書の構成について言及している。第２章では，技術

の伝播に関する標準的な内生的成長モデル（Barro

and Sala−i−Martin［２００４，第８章］のモデル）を展

開し，理論的意味を紹介している。ついで，上記の

モデルから，各国の１人当たり所得成長率に関する

推計式を提示し，Kang（２００２）の帰結を紹介する

なかで，（１）技術伝播の具体的手段と政策的インプ

リケーションについて明確な帰結が導出できない，

（２）このモデルでは条件付収束性が成立するが，そ

の現実的妥当性に難点がある，という指摘を行って

いる。（２）については，第６章において理論的・実

証的分析が提示されている。この（１）の論点の議論

を深化させるために，第３章と第４章で文献のサー

ベイが行われている。

第３章では，国際貿易と経済成長の間の因果関係

に関する理論的・実証的研究のサーベイが行われて

いる。国際貿易と経済成長についての理論的議論の

サーベイとして，Young（１９９１）とBaldwin, Martin

and Ottaviano（２００１）の所論の紹介を行い，「貿易

は直接的に経済成長に寄与するというよりも，それ

に付随する技術の伝播によって間接的に成長に寄与

すると考えるべきであろう」という著者独自の結論

を導いている。次に，貿易と成長に関する実証分析

の文献の詳細な検討を行っている。まずマクロデー

タによる分析では，「貿易開放度の向上が直接的に

成長を促進させると結論付けるには無理があるが」，

「間接的には成長促進効果があると考えられる」と

している。ついで，輸入と技術伝播に関するCoe and

Helpman（１９９５），Coe, Helpman and Hoffmaister

（１９９７）等の多数の文献を紹介し，「外国の知識は

確かに自国の全要素生産性（TFP）を上昇させるが，

そのチャンネルは必ずしも輸入ではない」としてい

る。さらに，ミクロデータによる実証分析も紹介し

ている。結論として，「輸入が技術の伝播を通じて

成長に与える効果は，ハイテク製品や中間投入財の

輸入や途上国への輸入に限れば大きいといえよう。

しかし，輸入が常に技術伝播を促進するわけではな
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いことが示唆される」と主張している。

第４章では，途上国に対する直接投資の原因と効

果に関する理論的・実証的研究のサーベイがなされ

ている。４．１「外国直接投資の理論」では，著者の

問題意識に従って，垂直的直接投資に関するいくつ

かの理論的研究が紹介されている。まず，直接投資

という形態をとるための条件の検討を行い，ついで，

コストの差に基づいて直接投資の選択に関する理論

的サーベイがなされている。さらに，直接投資が途

上国の経済成長にどのような影響を及ぼすかに関す

る理論的研究のサーベイを行っている。このサーベ

イのなかで，著者の問題意識を補強する形で，次の

ような指摘を行っている。（１）技術知識のスピルオ

ーバーの程度は外国企業と地場企業の技術レベルの

ギャップおよび地場企業の学習活動の程度に伴って

増加する。（２）外国からの技術の流入のスピードを

加速するには，教育投資政策あるいは研究開発活動

に対する補助政策などによって，地場企業の技術吸

収力を高めることが必要である。さらに，議論の補

足として，直接投資と後方連関についてのMarkusen

and Venables（１９９９）等の文献の紹介も行っている。

４．２「外国直接投資と経済成長の実証分析」におい

ては，最初に，マクロデータを使用したBalasubra-

manyam, Salisu and Sapsford（１９９６），Borensztein,

Gregorio and Lee（１９９８）等の文献のサーベイを行

い，次のようにまとめている。（１）適切な貿易政策，

高い人的資本レベル，成熟した金融市場，質の高い

経済制度などによって高い技術吸収力を獲得した国

のみが直接投資の成長促進効果を享受できる。（２）

技術吸収力の弱い途上国においては直接投資の成長

促進効果はほとんど期待できない。

次に，ミクロデータを使用した実証分析の文献に

ついて，（１）直接投資からのスピルオーバー効果，

（２）直接投資のスピルオーバー効果対市場侵食効果，

（３）技術吸収力とスピルオーバー効果，についてサ

ーベイを行っている。（１）に関連して，欠落変数の

推計の偏りを修正する試みに着目し，議論を進めて

おり，特に，Bloom, Schankerman and Reenen（２００４）

の分析手法の紹介は貴重である。

第５章以下では，著者独自の見解に関する理論的

・実証的分析が試みられている。第５章では，外国

直接投資による技術伝播に関するミクロ実証分析が

試みられている。特に，外国資本企業が途上国で行

う研究開発活動に焦点を当て，その活動が地場企業

への技術のスピルオーバーの主たる要因となってい

ることを，インドネシアと中国の中関村のミクロデ

ータを使用して検証している。

５．１「インドネシアの事例」では，インドネシア

のケースを分析している。推計方法としては，（１）

各企業のTFPの推計，（２）ある産業における直接投

資の規模がその産業に所属する企業のTFPの成長率

に及ぼす影響の計測，という２段階で推計されてい

る。（１）のTFPの推計としては，Olley and Pakes

（１９９６）の方法を採用し，さらに，効率単位労働は

ミンサー方程式に従って推計している。その上で，

企業レベルの知識水準は外資企業からの知識のスピ

ルオーバーによって向上するとして，さらに，研究

開発支出額の対付加価値比率で表される研究開発集

約度，研究開発を行っている外資企業と行っていな

い外資企業の当該産業における雇用量のシェアを説

明変数とする回帰式を推定している。推定方法とし

ては，（１）産業ダミーを含むOLS，（２）産業ダミー

を含み，しかも説明変数として２年のラグをとった

OLS，（３）産業ダミーを含まないGMM，（４）産業

ダミーを含むGMM，という４手法が使用されてい

る。この４つのケースで，推計の結果，インドネシ

アのような途上国では，企業の研究開発活動は生産

性向上に効果があり，しかもその効果は先進国より

もかなり大きいという結果が得られている。さらに，

研究開発を行う外資企業と行わない外資企業を区別

して，再度，上記の（１）～（４）ケースの推計を試みて

いる。これらを順に，（５），（６），（７），（８）とし，さ

らに（８）のケースで多重共線性が生じる可能性を指

摘して，研究開発を行わない外資企業のシェアを除

外して，GMM推計を行うケースを（９）として推計

している。表５．１（１２９ページ）で，（１）～（９）のケー

スに関して，インドネシアの産業・年別の外資企業

のプレゼンスが紹介され，研究開発を行う外資企業

は地場企業のTFPにプラスの効果を持つが，研究開

発を行わない外資企業は有意な効果を持たないとい
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う興味深い帰結を導出している。また，具体的な定

量的効果の推計結果を提示し，研究開発を行う外資

企業の産業シェアは３．７パーセントであり，その結

果，平均的な産業において，地場企業は外資企業か

らの技術のスピルオーバーによって毎年TFPを３．６

パーセント上昇させているという興味深い帰結を提

示している。また，外資企業からの技術のスピルオ

ーバーを促すものは外資企業の研究開発活動であり，

外資企業のTFPレベルの高さではないということも

確認している。

５．２「中国中関村科学技術園の事例」では，企業

の管理委員会に対する報告書におけるデータを利用

して，外国直接投資からの技術のスピルオーバーの

分析を行っている。著者と共同研究者によって，イ

ンタビュー調査の結果，次のことを指摘している。

（１）中国人エンジニアは外資企業の研究開発部門で

働いて知識を獲得した後に，起業することが多い。

（２）外資企業と地場企業，研究機関が提携して研究

開発を行い，その過程で技術の伝播が生じる。（３）

外資企業が研究開発の一部をアウトソーシングする

ことによって，技術のスピルオーバーが生じる。

このような事例研究の後に，（１）変数の内生性，

（２）観察されない企業固有の効果の問題を処理する

ために，ここではBlundell and Bond（１９９８）におけ

るシステムGMMを使用して計量分析を行っている。

（５．６）式（１３８ページ）を推定するために，研究開

発ストック，資本ストック，労働力量を適切に構築

している。推定結果としては，外資企業の技術は生

産活動を通じては地場企業にスピルオーバーしない

が，研究開発活動を通じてスピルオーバーし，地場

企業の生産性を向上させるという帰結を導出してい

る。さらに，推定結果の数値を利用して，地場企業

の生産性は２０００年から０３年にかけて平均的に３１パー

セント上昇したとみなすことができるという興味深

い帰結を導出している。以上のことより，第５章の

結論として，次のようにまとめられている。

（１）中関村科技園の研究により，外資企業に対し

て研究開発拠点を設立することを奨励する中国の政

策が正当化される根拠が示されたことになる。

（２）インドネシアの研究から看取されるように，

新興途上国だけでなく貧困国においても，外資企業

の研究開発に対する優遇措置は技術進歩，経済成長

にとって有効である。

最後に，（１）データの期間が短い，（２）一般均衡

的な効果分析ではない，（３）本章の分析は産業内の

水平的スピルオーバーのみを分析しており，垂直的

スピルオーバーの分析を行っていない，というよう

な分析の限界についても著者は謙虚に吐露している。

第６章では，途上国での研究開発と技術導入につ

いての理論的・実証的分析を行っている。理論分析

としては，最終財生産者，中間財生産者，消費者か

らなる動学的均衡モデルが展開されている。Acemo-

glu, Aghion and Zilibotti（２００６）とAghion and How-

itt（２００５）を改変したモデルとしているが，実質的

には著者の本書の核心部分を理論的に解明するため

に考案された著者独自のモデルである。著者独自の

モデル・ビルディングの根拠は表６．１（１６１ページ）

にある。著者の問題意識は，研究開発による技術導

入では，国内技能労働者の知識レベルが重要であり，

しかもそれが他の地場産業に知識のスピルオーバー

が生じるということである。最終財生産者はAcemo-

glu, Aghion and Zilibotti（２００６）のそれと類似の生

産関数を使用して，最終財を生産するとされている。

通常の内生的成長モデルと同様に，中間財生産部門

は独占的競争状態にあるとし，中間財生産者は１単

位の単純労働者を使用して１単位の中間財を生産す

ると想定している。著者のオリジナルなモデル設定

は，中間財iのt期の品質向上の知識Ai（t）は直接投資

による技術導入と研究開発による技術導入からなる

としている点である。前者の知識は伝播せず，海外

の先端的技術水準，直接投資による技能労働者の（技

術先進国の技能労働者の総数に対する）相対比に依

存するとしている。後者は（技術先進国の技能労働

者の総数に対する）研究開発に従事する技能労働者

の相対比，t－１期における中間財部門全体の知識，

t期における技術先進国の中間財部門の技術水準に

依存するとしている（最後の点はモデルの展開でそ

のような指摘はないが，（１＋g）を乗じているの

で，そのように解釈したほうがよいように思われる）。

また，開発途上国の中間財部門の知識レベルは研究
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開発によって達成された各企業の品質レベルを集計

したものとしている。このような設定の下で，主体

的均衡条件と市場均衡条件を整理することにより，

研究開発による品質向上に従事する技能労働者の人

数に関する差分方程式（６．７）（１６５ページ）を導出

している。定常状態の個数に関する類別を行い，（１）

単一の安定的な定常状態，（２）複数均衡（良い均衡

と悪い均衡であり，初期条件が低い技術後進国は悪

い均衡に収束し，初期条件の高い技術先進国は自国

での研究開発を伴う良い均衡に到達するとしてい

る），（３）研究開発のない均衡，についての興味深

い分析を行っている。この（２）は非常に興味深いケ

ースである。おそらく本書全体のなかで，理論的に

最も意義のある帰結である。著者独自の視点から，

著者の表現を借りると，「貧困国は貧困であるがゆ

えに長期的に貧困から逃れられないという『貧困の

罠』に陥ってしまう」ということを理論的に説明し

ている。さらに，この分析をベースに，政策的視点

から研究開発に対する補助金政策の効果を理論的に

分析している。

次に，６．４「複数の定常状態の実証分析」では，「初

期の知識レベルおよび人的資本レベルが十分に大き

い国は研究開発活動を行う定常状態に収束するが，

そうでない国は研究開発活動がなく技術導入を直接

投資に依存する定常状態に収束する」という仮説の

検証を企図している。図６．３（１７３ページ）で１９８０年

代から９０年代にかけての外国直接投資，研究開発支

出の推移をデータで確認し，ついでQuandt （１９７２）

による「レジームの観察できないスイッチング回帰

モデル」を利用して，実証分析を試みている。興味

深い実証結果は次のようなものである。

（１）推計結果から計算した定常状態における研究

開発集約度は，研究開発のある定常状態では３．０パ

ーセントであり，研究開発のない定常状態では０．５９

パーセントとなることが確認されている。

（２）Wald統計量による検定では，２つのレジー

ムの定常状態は研究開発があるものとないものに類

別されることが検証されている。

（３）表６．３（１７８～１７９ページ）では，研究開発な

しの定常状態に収束する確率が各国について示され

ている。しかも，知識・人的資本レベルの低い国は

研究開発なしの貧困の罠に陥る可能性が高いことが

確認されている。

（４）平均的な相対TFPレベル（０．７８９）と中等教

育を受けたシェア（３４．２パーセント）の状況では，

相対TFPが１０パーセント増加すると，研究開発なし

の定常状態に収束する確率は１３パーセント・ポイン

ト減少する等の現実的な主張がなされている。

さらに，６．５「複数均衡の実証分析に関する先行

研究」では，Quah（１９９３），Bloom, Canning and Sevilla

（２００３），Benhabib and Spiegel（２００５）が紹介され

ている。Benhabib and Spiegel（２００５）の推計によ

ると，全労働人口における平均就学年数が１．９５以下

であれば，貧困の罠に陥ってしまうという指摘は興

味深い。以上の分析を基に，政策的インプリケーシ

ョンとして，（１）研究開発に補助金を提示すること

で，貧困の罠から脱出させることができる，（２）人

的資本が十分低い場合，まず人的資本を向上させる

政策を優先させるべきである，という政策を提案し

ている。

第７章では，外資企業による途上国での研究開発

活動の規模と決定要因の分析がなされ，途上国が行

うべき政策が議論されている。７．１「外資企業によ

る途上国での研究開発の実態」では，３つの事例研

究が行われている。

（１）中国中関村科学技術園のIT産業の事例

中国中関村科学技術園において，欧米企業の研究

開発拠点では先端的な基礎研究が行われていること

が多いが，この設置理由は現地の優秀な人材の獲得

であるとしている。一方，日系企業は研究開発・設

計を重視しているとしている。その理由として中国

市場の規模および今後のその拡大の見通しをあげて

いる。

（２）タイの自動車産業の事例

タイの自動車産業はバンコクおよびその周辺地域

に急速に集積している。トヨタ，ホンダ，いすゞ等

の自動車会社は２００５年以降本格的にタイでの研究開

発に乗り出そうとしている。ここでの研究開発は現

地のニーズに合わせた開発・設計が中心である。

ASEAN自由貿易地域（AFTA）の形成に伴い，その
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市場の製品ニーズに対応するための動きであると解

釈されている。

（３）ベトナムのソフトウェア産業

上の２つの事例に対して，それほど進んでいない

途上国の例として，ベトナムのソフトウェア産業が

取り上げられている。２００３年には日本電気の子会社，

０７年には松下電器，東芝がソフトウェアの開発拠点

をハノイに設立している。その理由としては，◯１優

秀で，安価な人材の確保，◯２研究開発に対する税制

上の優遇政策があげられている。

７．２「日系企業による研究開発活動の決定要因」

では，日本企業の海外子会社の企業レベルデータを

使用して，外資企業が「適応的研究開発」と「革新

的研究開発」をどのような条件の下で決定するかに

関する分析を行っている。データとして「企業活動

基本調査」と「海外事業活動基本調査」を使用し，

推定方法として多項ロジットモデルを使用している。

推定結果として，「革新的研究開発は，相手国の高

い知識・技術を利用・獲得するために行われている

反面，適応研究開発は，相手国の市場規模が大きい

時にその市場の特質に合わせた改良を行うためにな

される傾向がある」という結論を導いている。この

帰結は，日本と韓国，台湾，中国の現状を説明する

のに威力を発揮する。さらに，政策的含意として，

途上国の政策として，自由貿易地域（FTA）を形成

し，市場を拡大する必要性を強調している。

以上，本書を概括してきたが，次の点の配慮があ

ればもう少し読者にとってリーダブルなものになっ

たかもしれないと思われる点を指摘しておきたい。

（１）章構成に関して付言しておきたい。第１章か

ら第４章までの議論の後に，著者の独自の分析が始

まるという構成になっているが，この部分を２つの

章くらいに留め，著者の議論に直接関連する文献に

絞ってサーベイし，簡潔にまとめて議論すると議論

が引き締まったかもしれない。

（２）第２章で理論モデルとして，Barro and Sala−

i−Martin（２００４，第８章）の紹介がなされているが，

後の議論との関連で著者の論文に興味深いモデル分

析があるので，それを利用するほうがよかったかも

しれない。

（３）第６章の均衡の類別に関して，著者の論文に

は詳細に議論されているので，この部分も本文で展

開しておくほうが読者に理解しやすいと思われる。

また，（６．７）式に基づくt期の研究開発による品質

向上に従事する技能労働者の人数とt－１期のそれ

の関係式の詳細な分析が存在していないようである。

解析的に陰関数定理を利用したのか，あるいは

Mathematicaを利用して導出したのか説明がない。

どのようにして，図６．１（１６６ページ）を求めたので

あろうか。この点に関して，十分な説明が必要であ

る。

以上のようないくつかの指摘にもかかわらず，依

然として本書は以下の特徴をもつ優れた研究書であ

ると思われる。

（１）理論分析，計量分析，ケーススタディという

ような重層的な分析を試みている。ケーススタディ

で問題意識を明確にし，理論分析により議論の論理

整合性を保持し，ミクロデータを利用して計量分析

を行うことにより現実妥当性の客観的チェックを行

うというように科学的検証を試みている。このよう

な分析の意義は極めて大きいと思われる。

（２）第２章から第４章までの豊富な文献のサーベ

イの後，第５章から第８章で著者独自の視点を追求

する一貫した研究姿勢は評価に値する。今後，新し

い開発経済学の研究の模範とすべき姿勢であると評

価する。

（３）利用した推定方法も丁寧に説明し，自己完結

的な著書になっており，後から続く研究者にとって，

適切に知識がスピルオーバーするように配慮されて

いる。
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